
（ 2 枚中 1 枚目） 

※二重線は、分割方式を選択した場合の分割箇所を示すものです。 

（一般質問） 

質問日 令和７年６月９日（月） 質問方式 分割方式 

質問順位 ５ 会派名 自由民主党浜松 議席番号 44 氏名 渥美 誠 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

１ 文化財の保存・

継承・活用につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 少子化社会に対

応した持続可能な

教育環境づくりに

ついて 

 

 

 

 

 

３ 安全・快適な道

路の管理について 

 

 

 

 

 

 

 

４ 大規模災害時等

対策体制の整備拡

充について 

 

 

 

 

 

 

本市は、合併時に11市町村のすべての指定文化財を引

継ぎ、20年を経過し、豊富な文化財を有する全国でも有

数な都市となった。本市の文化財は、自然、歴史的に関

する地域毎の特徴がある一方、現状把握や台帳整備の遅

れ、適切な保存、管理、活用への課題があり、文化財の

保存、継承、活用への取組の重要性が増している。 

そこで、以下について伺う。 

(1) 無形民俗文化財を継承するための担い手の確保、育成

の取組を伺う。 

(2) 合併市町村が所有していた博物館資料は、適切に保

存、活用されているのか。また、保存、活用事業に関わ

る課題、考え方を伺う。 

   

教育環境は、子供の数の減少が著しく、保護者や地域

の特別な思いもあるなど、少子化社会に対応した持続可

能な教育環境の整備、充実が必要と考える。 

そこで、以下について伺う。 

(1) 市立幼稚園における規模適正化の取組を伺う。 

 

(2) 市立小中学校における規模適正化の取組及び今後の

方針を伺う。 

 

道路管理者は、道路の新設、改築、維持修繕、災害復

旧等を行う他、通行規制、車両の高さ・重量の制限等を

行い、安全・快適な道路に向けた管理を行う。 

そこで、以下について伺う。 

(1) 越境竹木問題は、改正民法第233条が自治体の対応能

力を向上させると考えるが、今後の対応を伺う。 

(2) 道路舗装工事における低炭素アスファルト活用への

取組を伺う。 

 

本市は、大規模災害時等には、応急対策職員派遣制度

に基づく短期派遣と共に、地方自治法に基づく中長期的

な派遣を国からの要請に基づき実施することになるが、

能登半島地震における珠洲市では、災害マネジメントの

総括的な支援に加え、対口支援の実績の記録と共に、今

後の被災地支援活動及び災害対応に資する事を目的と

して、教訓、課題等を抽出した報告書を作成した。 

そこで、以下について伺う。 

 

嶋野文化振興

担当部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野田こども家

庭部長 

吉積学校教育

部長 

 

平井土木部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  （ 2 枚中 2 枚目） 

 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

 

 

 

 

 

 

 

５ 望ましい未来の

森林のあるべき姿

について 

 

 

 

 

 

 

 

６ 盛土規制法によ

る新たな規制の適

用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

７「精神保健に課題

を抱える者」への

包括的支援体制の

構築について 

 

 

 

 

 

 

(1) 大規模災害時における本市の被災地への総括支援チ

ームの派遣体制の現状と今後の取組を伺う。 

(2) 避難所や拠点施設における災害用トイレの備蓄の考

え方及び備蓄状況並びにし尿回収方法を伺う。 

(3) 大規模災害時における本市の緊急消防援助隊応援計

画及び受援計画の策定状況と今後の取組を伺う。 

 

望ましい未来の森林のあるべき姿は、森林生態系の垂

直分布の形成にあり、その垂直分布は、言い換えれば、

標高による生態系群（バイオーム）の移り変わりであり、

特有で多様な種の保存を可能にする。 

  そこで、以下について伺う。 

(1) 人工林率の高い本市における、針葉樹と広葉樹が混在

した、本来あるべき森林への取組を伺う。 

(2) 森林づくり県民税、森林環境譲与税の両財源の役割及

び将来的な位置付けを伺う。 

 

盛土規制法は、熱海市の盛土崩落、大規模な土石流の

発生による甚大な人的、物的被害を教訓に、従前の宅地

造成等規制法を改正し、令和５年の施行後、基礎調査を

踏まえた規制区域の指定を行い、本年５月から新たな規

制の運用を開始した。 

そこで、以下について伺う。 

(1) 他法令を所管する部局が連携する庁内体制の取組を

伺う。 

(2) 行政界における周辺自治体との連携を伺う。 

(3) 盛土規制法の周知に向けた取組を伺う。 

 

  「精神保健に課題を抱える者」への対応については、

身近な福祉事業所が関わりを持った上で、関係部局が連

携し、複合的なニーズに対して包括的に支援する体制の

構築等が課題である。 

そこで、以下について伺う。 

(1) 福祉事業所等における「精神保健に課題を抱える者」

の複合的なニーズへの対応を伺う。 

(2) 福祉事業所等に、「精神保健に課題を抱える者」に対

応する精神保健福祉相談員を設置する考えを伺う。 

(3) 国の運営要領を踏まえた福祉事業所等の包括的支援

体制の整備を伺う。 

 

 

 

中野市長 

 

清水危機管理

監 

那須田消防長 

 

 

下位農林水産

担当部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

濱田都市整備

部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小松健康福祉

部長 

 


